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一般財源 2,711 2,8282,609

平成23年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

金　　　額

161

123

内　　　　　容

受益者負担
(使用料等)

その他

国庫支出金

府支出金

2,828

財源内訳

H23年度決算 H24年度当初予算

2,609

H22年度決算

0.30

175

総事業費(A+B) 2,711

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

根拠法令

実施方法

目　　　的
（何のために）

「市政モニター実施事業決裁」

■直営

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

既存事務事業の見直しや新規事業の実施に際し、市政に対する市民の意見・要望等を把握する。

事務事業名

事業開始年度 担当部署 市民相談課

市政モニター実施事業

昭和43年度

事務事業番号　31093

市民

・公募及び抽出による市政モニターの協力を得て、アンケート調査を実施する。
・市長と市政モニターとの懇談会を開催する。

広く市民の意見を聴く手法の一つである市政モニター制度については、登録者の固定化や人数の伸び悩
み等の課題があり、検証の必要性を認識している。現在、市民参加の手法を含めて「（仮称）枚方市市民ま
ちづくり基本条例」の制定が検討されており、当該条例の制定に合わせて新たな市政モニタリング事業を行
うことが効率的であると考えている。

H22年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

人件費計(A) 2,434 2,427 2,410

市政モニターへの郵送代（アンケート送付、回答、報告書の郵送代）

モニターへの謝礼として、図書カード代

284 418

類似事業 なし



事業概要説明シート

単位

① 回

② 回

③

① 回

② 回

③

事務事業番号　31093

0

一次評価結果
・IT進展以前の制度設計であり、対象者が少ない、回数が年2回に限定されるなど、課題あり。再構築を含め
検討が必要では
・有効な実施方法について検討する必要があるのでは

成果目標
（目標とする成果）

特記事項

市政モニターとの懇談会

市政モニターとの懇談会

1 1

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

アンケート調査実施回数

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

別紙のとおり

0

2,147 1,933 2,828

536 828

H22年度 H23年度 H24年度(見込み)

事務事業名

事業開始年度 担当部署 市民相談課

アンケート調査実施回数 2 1 2
活動実績

活動指標もしくは成果指標

アンケート調査を年2回実施し、広く市民から意見募集を行う。

昭和43年度

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

「（仮称）枚方市市民まちづくり基本条例」の制定に合わせて、関係課と調整を
図りながら新たなモニタリング事業を検討する。平成24年度は新たな市民から
の意見募集の手法として、スマートフォン等の媒体を活用したアンケートを、本
年11月の試行実施に向け準備を進めている。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

改善

「（仮称）枚方市市民まちづくり基本条例」制定に合わせて、新たなモニタリング
事業を行うため、平成24年度に新たな市民からの意見募集の手法であるス
マートフォン等の媒体を活用したアンケートを試行実施し、有効なツールにつ
いて検証していく。また、的確に市民のニーズを把握するため、抽出型アン
ケート方式等について条例に則して検討し、より幅広い層の市民の意見を収集
する手法への改善を図る。

新たなモニタリング事業が必要であるが、「（仮称）枚方市市民まちづくり基本条例」の制定に合わせて行うこ
とが効率的であると考えている。まずは試行として、平成24年11月からスマートフォン等の媒体を活用したア
ンケートを実施する準備を進めている。また、新たなモニタリング事業については、事業の変更も含めて検討
していく。

市政モニター実施事業


